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1 調査概要／INDEX
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調査対象：近畿エリアの法務省告示校

※令和2年5月15日法務省告示第619号 滋賀県1、京都府25、大阪府74、兵庫県35、奈良県8、和歌山県2

調査方法：インターネット調査（アンケート）

調査期間：2020年9月23日（水）～10月9日（金）

回答者数：49件

◇調査方法

◇INDEX



2 回答者属性

所在地

日本語教育の学科対象
（何れかひとつ） a.大阪府 b.京都府 c.兵庫県

c.兵庫県
d.奈良県 d.奈良県 e.和歌山県 総計 割合

a.学校法人立 10 2 2 1 15 30.6%

a.100人以下 5 1 2 8 16.3％

b.200人以下 2 1 1 4 8.2％

c.500人以下 3 3 6.1％

b.その他法人立 13 1 10 1 25 51.0％

a.100人以下 10 7 1 18 36.7％

b.200人以下 3 2 5 10.2％

c.500人以下 1 1 2 4.1％

c.個人立 7 1 1 9 18.4％

a.100人以下 2 1 1 4 8.2％

b.200人以下 4 4 8.2％

c.500人以下 1 1 2.0％

総計 30 3 13 1 1 1 49 100％

割合 61.2％ 6.1％ 26.5％ 2.0％ 2.0％ 2.0％ 100％

0 10 20 30 40 50

a. 中国
b. ベトナム
c. ネパール

d. 韓国
e. 台湾

f .スリランカ
g. インドネシア

h. ミャンマー
iタイ

j.バングラディシュ
インド

フィリピン

ウズベキスタン

カンボジア

マレーシア、カメルーン

32（65.3%）

42（85.7%）

10（20.4%）

2（4.1%）

2（4.1%）

8（16.3%）

1（2%）

1（2%）
1（2%）

8（16.3%）

7（14.3%）

5（10.2%）

3（6.1%）
3（6.1%）

0（0%）
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2 回答者属性

設立区分
個数/大専各「留学生委員会」が専門学校との交流会・セミナー
開催などの活動をしていることを知っていましたか？

a.学校法人立 15

いいえ 4

はい 11

b.その他法人立 25

いいえ 10

はい 15

c.個人立 9

いいえ 9

総計 49

a.はい

b.いいえ

46.9%
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53.1%



3 本調査

所属学生出身上位国・地域 a.いない
b.全体の5%
未満いる

c.全体の5%
以上いる

d.全体の10%
以上いる 総計

いない

回答率

a.中国 1 1 0.0%

a.中国;b.ベトナム 6 2 8 12.2%

a.中国;b.ベトナム;c.ネパール 4 1 5 8.2%

a.中国;b.ベトナム;e.台湾 4 4 0.0%

a.中国;b.ベトナム;g.インドネシア 1 1 2 2.0%

a.中国;b.ベトナム;h.ミャンマー 2 2 4 4.1%

a.中国;b.ベトナム;j.バングラディシュ 2 2 0.0%

a.中国;d.韓国;e.台湾 1 1 2 2.0%

a.中国;e.台湾;g.インドネシア 1 1 0.0%

b.ベトナム 3 2 5 6.1%

b.ベトナム;c.ネパール;f.スリランカ 1 1 2.0%

b.ベトナム;c.ネパール;h.ミャンマー 1 1 2 2.0%

b.ベトナム;c.ネパール;j.バングラディシュ 1 1 2.0%

b.ベトナム;g.インドネシア;ウズベキスタン 1 1 2.0%

g.インドネシア;h.ミャンマー;j.バングラディシュ 1 1 2.0%

b.ベトナム;g.インドネシア;l.インド 2 1 3 4.1%

b.ベトナム;n.カンボジア 1 1 2.0%

a.中国;e.台湾;k.フィリピン 1 1 2.0%

b.ベトナム;c.ネパール;k.フィリピン 1 1 2.0%

j.バングラディシュ;o.マレーシア、p.カメルーン 1 1 2.0%

a.中国;b.ベトナム;k.フィリピン 1 1 0.0%

a.中国;b.ベトナム;m.ウズベキスタン 1 1 2.0%

総計 29 15 3 2 49 59.2%

59.2% 30.6% 6.1% 4.1% 100.0%

a.いない

b.全国の5%未満いる

c.全国の5%以上いる

d.全体の10%以上いる

30.6%
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59.2%



3 本調査

0 5 10 15 20

b.全体の5%未満いる

c.全体の5%以上いる

d.全体の10%以上いる

a.いない

b.全体の5%未満いる

c.全体の5%以上いる

d.全体の10%以上いる28.6%
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16.3%

16.3%

38.8%

a.100人以下

b.200人以下

c.500人以下

10

4

5 1

6

8 1



3 本調査

19 11

6 5 2

3 3

a. いない（全員再入国できた）

b. いる（20%未満）

c. いる（50%未満）

d. いる（80%未満）

e. いる（100%未満）

f.いる（100%再入国できない）

38.8%

57.1%

a. いない（全員再入国できた）

b. いる（20%未満）

c. いる（50%未満）
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

a.100人以下

b.200人以下

c.500人以下



3 本調査

a. いない

b. いる（5％未満）

c. いる（10％未満）

d. いる（20％未満）

e. いる（20％以上）

10 17 3

3 8 1 1

4 1 1

59.2%

26.5%

a. いない

b. いる（5%未満）

c. いる（10%未満）

d. いる（20%未満）

e. いる（20%以上）

0% 10% 20% 30%40% 50% 60% 70%80% 90%100%
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a.100人以下

b.200人以下

c.500人以下



3 本調査

a.いない

b.全体の5%未満いる

c.全体の5%以上いる

a.いない

b.全体の5%未満いる

c.全体の5%以上いる

d.全体の10%以上いる
83.7%
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14.3%

20% 40% 60% 80% 100%0%

a.学校法人立

b.その他法人立

c.個人立

a.
10

0人
以
下

a.学校法人立

b.その他法人立

c.個人立

b.
20

0人
以
下

a.学校法人立

b.その他法人立

c.個人立

c.
50

0人
以
下

7

18

4

4

1

1

3

4 1

11

2

3

1



3 本調査

a.ない

b.全体の10%未満あった

c.全体の10%～20％あった

d.全体の21%～30％あった

e.全体の30％以上あった

a.100人以下

b.200人以下

c.500人以下

5 3

4

1 1 1

a.100人以下

b.200人以下

c.500人以下

4 5 5 1 3

2 2 1

1 1

a.100人以下

b.200人以下

c.500人以下

1 2 1

1 2 1

1

22.4%

34.7%

26.5%

10.2%

a.ない

b.全体の10%未満あった

c.全体の10%～20%未満あった

d.全体の21%～30%未満あった

e.全体の30%以上あった

a.
学
校
法
人

立
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b.
そ
の
他
法
人

立
c.
個
人

立

20% 40% 60% 80% 100%0%



3 本調査

11

学費納入に対する相談

回答数 a.ない
b.全体の10%未
満あった

c.全体の10%～
20％あった

d.全体の21%～
30％あった

e.全体の30％以
上あった

a.分割納入を実施 42 10 23.8% 15 35.7% 9 21.4% 3 7.1% 5 11.9%

b.納入期限延期を実施 28 1 3.6% 12 42.9% 9 32.1% 3 10.7% 3 10.7%

c.減額を実施 0 0 - 0 - 0 - 3 - 0 -

d.貴校奨学金制度（給付・貸与）を新設 1 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 100.0
% 0 0.0%

e.定額の給付金の実施 3 0 0.0% 3 100.0
% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

f.特に対応していない 2 1 50.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 50.0% 0 0.0%

g.奨学金制度の紹介 6 2 33.3% 1 16.7% 1 16.7% 2 33.3% 0 0.0%

h.その他 4 1 25.0% 1 25.0% 1 25.0% 1 25.0% 0 0.0%

15 32 20 14 8

42

28

0

1

3

2

6

4

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

a.分割納入を実施

b.納入期限延期を実施

c.減額を実施

d.貴校奨学金制度（給付・貸与）を新設

e.定額の給付金の実施

f.特に対応していない

g.奨学金制度の紹介

h.その他



3 本調査

コロナ以前 コロナ後（今年度）

a.経済面
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b.アルバイト探し

c.言いたいことが伝わらない

d.日常の学修進度

e.目標とする日本語レベルの達成

f.各種の手続き

g.文化・宗教と生活

h.人間関係

i.健康（感染）

j.その他

29

13
32

16

16

26
23

15

3

11

3
2

1

5

7

8

9

7
6

38



3 本調査

回答数 学校法人立 その他法人立 個人立

a.教科書等の事前配布 12 3 20.0% 8 32.0% 1 14.3%

b.授業風景を撮影したDVD等を支給 0 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

c.課題レポートの提出 18 6 40.0% 7 28.0% 5 71.4%

d.授業動画をインターネット上に公開 6 4 26.7% 1 4.0% 1 14.3%

e.e-Learningを利用した授業実施 4 3 20.0% 1 4.0% 0 0.0%

f.特別な対応はしていない 6 2 13.3% 3 12.0% 1 14.3%

g.オンラインを利用したリモート授業を実施 40 13 86.7% 23 92.0% 4 57.1%

h.その他 6 0 0.0% 6 24.0% 0 0.0%

15 100.0% 25 100.0% 7 100.0%

13

12

0

18

6

4

6

40

6

0 10 20 30 40 50

a.教科書等の事前配布

b.授業風景を撮影したDVD等を支給

c.課題レポートの提出

d.授業動画をインターネット上に公開

e.e-Learningを利用した授業実施

f.特別な対応はしていない

g.オンラインを利用したリモート授業を実施

h.その他



3 本調査

0 10 20 30 40 50

a.一定数の破綻は予測できるが少数派

b.半数近くが破綻するだろう

c.過半数が破綻するだろう

45（95.7%）

2（4.3%）

0（0%）

29.2%

70.8%

a.経済ダメージは限定的

b.経済ダメージはとても大きい

c.経済ダメージは壊滅的
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3 本調査

a.経済的支援・猶予

b.入学試験の柔軟な運用

c.留学生支援の制度拡充

特になし

45.8%

15

12.5%

39.6%



a.日本語能力不足

b.大学入試対策

c.専門学校入試対策

d.進学に対する姿勢

e.就職指導

f.その他

3 本調査

31

16

32

12
11

10

19
10

13

1
4

15

7

0 5 10 15 20 25 30 35



3 本調査

進路指導に関する課題
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3 本調査
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3 本調査

100%
a. 関西圏が第一志望の学生が多い

b. 他の地域が第一志望が多い（東京圏）

c. 他の地域が第一志望が多い（その他）

a.第一志望の学校がある

19

b.母国の先輩が多いため

c.経済的理由

d.その他

23

16

12

12

10 25201550



3 本調査

48件の回答

回答数

今年度、入国できた留学生は、何人ぐらいいますか？

a.いない（入国 b.全体の c.全体の d.全体の
できた学生 5％未満いる 10%未満いる 10％以上いる
はいない）

29校 15校 3校 2校

a.在留資格の有効期間10カ月間の延長 10 6 20.7% 2 13.3% 0 0.0% 2 100.0%

b.一時帰国者で在留期間満了日以降の再入国を可能にする措置 6 3 10.3% 3 20.0% 0 0.0% 2 0.0%

c.入国制限緩和の際の留学生の優先的な入国への配慮 41 22 75.9% 14 93.3% 3 100.0% 2 100.0%

d.留学生受入れ回復に向けた審査の簡素化 31 18 62.1% 11 73.3% 2 66.7% 2 0.0%

e.令和２年４月期生及び７月期生の在留資格認定証明書の交付（保留分） 6 3 10.3% 1 6.7% 0 0.0% 2 100.0%

f.入国が出来ずに母国で待機している学生の10月入学への対応 21 12 41.4% 7 46.7% 2 66.7% 2 0.0%

g.在留資格認定書申請における新しい審査基準の導入や様々な措置実施の延長 17 10 34.5% 7 46.7% 0 0.0% 2 0.0%

h.廃校となった留学生の転校に伴う返金されない学費への補填等措置 1 0 0.0% 1 6.7% 0 0.0% 2 0.0%

i.在校生に対する在籍期間延長等の配慮 5 5 17.2% 0 0.0% 0 0.0% 2 0.0%

20

10
6

41
31

6

21
17

1
5

0 10 20 30 40 50

a.在留資格の有効期間10カ月間の延長

b.一時帰国者で在留期間満了日以降の再入国を可能にする措置

c.入国制限緩和の際の留学生の優先的な入国への配慮

d.留学生受入れ回復に向けた審査の簡素化

e.令和２年４月期生及び７月期生の在留資格認定証明書の交付（保留分）

f.入国が出来ずに母国で待機している学生の10月入学への対応

g.在留資格認定書申請における新しい審査基準の導入や様々な措置実施の延長

h. 廃校となった留学生の転校に伴う返金されない学費への補填等措置

i.在校生に対する在籍期間延長等の配慮

5

17

31

26

26

3

0 10 20 30 40

a.衛生用品の支給

b.遠隔授業についての環境整備への支援

c.経済面が逼迫する留学生への支援（規制等への配慮、経済支援ほか）

d.留学生の進学に関わる支援（規制等への配慮、経済支援、進学先学校への支援など）

e.学校経営を支援する各種制度（支援金ほか）の拡充

f.その他



3 本調査

48件の回答

a. 留学生支援策の拡充

b. コロナ以降の募集立て直し

c. 新たな学修の手法

d. 留学生の最新進学状況の把握と見通し

e. 留学生の最新就職状況の把握と見通し

f.その他

47.9%

10.4%

14.6%

18.8%

2.1%

6.3%
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4 まとめ
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令和２年度文部科学省委託事業

「専修学校グローバル化対応推進支援事業」

留学生に関する実態把握アンケート調査報告書

発行日 2020年10月 第１版

受託 一般社団法人大阪府専修学校各種学校連合会

編集 一般社団法人大阪府専修学校各種学校連合会

（データ集計・分析 株式会社アクセスネクステージ）

住所 〒534-0026大阪市都島区網島町6-20大阪私学会館1F

℡06-6352-0048fax06-6352-7553

大専各サイト http://www.daisenkaku.or.jp/

大専各留学生支援サイト https://study-osaka.com/


